
令和元年度 (公財)日本スポーツ協会公認指導者養成講習会 

コーチ 1 専門科目（バレーボール競技） 講習会開催要項 

 

１． 目  的 

地域スポーツクラブ・スポ―ツ少年団・学校部活動・ヤングバレーボールクラブ等において、

コーチングスタッフとして、基礎的な知識・技能に基づき、安全で効果的な活動を提供し、活

躍できる指導者の育成。 

 

２． 主  催  （公財）日本スポーツ協会 

        （公財）日本バレーボール協会 

  

３． 主  管   （公財）岩手県体育協会  岩手県バレーボール協会 

 

４．協  力  （株）モルテン、ミズノ（株） 

 

５．開催期日・開催場所・講習時間 

（１）開催期日    令和元年 11月 9日（土）・10日（日）・16日（土） 

（２）開催会場    オガールアリーナ 

           紫波郡紫波町紫波中央駅前二丁目 3 番地 3 

（３）講習時間    20時間  

・専門集合講習 18時間（筆記・実技試験含む） 

・レポート   2時間 

    ※詳細は受講者決定後、本人宛連絡します。 

 

６．受講条件 

（１）受講する年の４月１日現在、満１８歳以上の者。 

（２）地域においてスポーツ活動を実施しているクラブやグループ、スポーツ教室で実際的指 

導にあたっている指導者及びこれから指導者になろうとする者。 

 

７．受講の申し込み 

 （１）受講希望者は、別紙受講申込書に必要事項を記入の上、郵送・ＦＡＸ・e-mailのいずれ 

かで申込期間内に下記申し込み先に申し込むこと。 

 

 （２）申込期間は、9月 2日（月）～9月 20日（金） 

 

 （３）申し込み先（問い合わせ先） 

〒020-3622  紫波郡矢巾町大字上矢次５７－１１５ 

        矢巾町立矢巾北中学校内 

         川 村 公 人（岩手県バレーボール協会指導普及委員会委員長） 

        TEL 019－697－1921  FAX 019－697－7526 

        (携帯) 090－8924－2094 

            e-mail：sakuhana@comet.ocn.ne.jp 

 

８．受講者の決定 

  申込書の提出を受け、書類に不備がない者を受講者として決定し、講習日程等を本人宛に 

  送付する。 

 

９．受講料  15,400円（講習初日の受付時に徴収いたします。） 

 

mailto:sakuhana@comet.ocn.ne.jp


10．検定・審査 

（１）（公財）日本スポーツ協会公認コーチ 1の資格取得には「共通科目Ⅰ」と「専門科目 

（ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ）」の両方の合格が必要であるが、今年度の専門科目は岩手県バレーボール 

協会独自開催であり、本講習に基づく検定・審査は、「専門科目」のみの実施となる。 

（２）「専門科目」における検定は、技能検定を主体に筆記試験などを加えた総合判定とし、 

   岩手県バレーボール協会指導普及委員会において審査する。 

（３）「共通科目Ⅰ」の取得については、ＮＨＫ学園の通信講座、または（公財）岩手県体育 

協会主催「スポーツリーダー」資格取得講習会の受講が必要となる。 

詳しくはＮＨＫ学園ＨＰの「スポーツリーダー」のページ、または（公財）岩手県体育

協会のＨＰを参照のこと。 

（４）本講習会において、コーチ１の資格申請の手続きについて、（公財）岩手県体育協会担 

当者より説明頂く予定である。 

 

11．認定及び登録 

（１）「専門科目」の検定に合格し、「修了証」の発行を受ける。 

（２）「共通科目Ⅰ」（もしくは共通科目Ⅰが免除となる「スポーツリーダー」などの科目） 

の合格を証明するものを添えて申請し、指導者登録の手続きを完了した者が（公財）日 

本スポーツ協会公認コーチ１として「認定証」及び「登録証」の交付を受ける。 

※なお、資格の有効期限は 4年間。ただし、本会公認スポーツ指導者資格を有している場合は、

その登録有効期限までとする（スポーツリーダーは除く）。本資格を更新しようとする者は、

資格有効期限の 6 ヶ月前までに、財団法人日本スポーツ協会あるいは当該中央競技団体の定

める研修を受けなければならない。 

登録料：4年間 10,000円（初回のみ 13,000円）競技団体登録料が必要な競技もあり、その登 

録料は別に定める。 

 

12．その他 

  本講習会受講に際し取得した個人情報は、本会及び各都道府県体育協会、各中央競技団体、 

各都道府県競技団体が本講習会の受講管理に関する連絡（資料の送付等）及び関係事業を実 

施する際に利用し、これ以外の目的に個人情報を使用する際は、その旨を明示して了解を得 

るものとする。 


